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１１１１.    平成平成平成平成 26年度の事業概要年度の事業概要年度の事業概要年度の事業概要 

 平成 26 年年度事業計画及び収支予算計画は、平成 26 年 3 月 14 日（金）の第 10 回理事会にお

いて承認され、3 月末日に内閣府に関係書類を提出した。この手続きを経た計画により今年度の

事業を開始した。平成 26 年度の公共事業費は、景気浮揚策や国際競争力の強化などで 2 年連続

の増加となった。また、首都直下型地震や南海トラフ巨大地震への対策や大規模な洪水、土砂災

被害の防止のための国土強靭化計画、社会インフラの老朽化対策、震災復興などの予算化や施策

が実施された。加えて、品確法改正等により、中長期的な担い手の確保・育成や適正利潤、品質

の確保のための取組みが具体化し、技術者単価の改善や入札・契約制度の改革が進展した。また、

地理空間情報活用推進においても、5 年後の東京オリンピック・パラリンピック開催を契機にし

た取組みが動き出した。このような状況の中で、当協は、先端測量技術に関する技術研究、技術

の普及、地理情報の標準化、測量成果の品質向上等に関する公益目的事業を以下のとおり推進し

た。 

 

（１）技術研究活動（１）技術研究活動（１）技術研究活動（１）技術研究活動 

技術研究活動は、技術委員会に 5技術研究部会、6WG を組織（延べ 361 名/292 社登録）し

て自主研究活動を行った。会員のニーズにより「UAV 技術 WG」「3 次元地図データ構築技術

WG」「河川の深浅測量 WG」の新たなワーキンググループ活動も開始した。研究成果は、技

術部会報告、WG 活動報告として取りまとめ、技術発表会、講演会、機関誌等で発表する。 

技術的な施策や基準づくりのために、測量行政懇談会をはじめとして、外部の関係委員会に

11 名の委員を派遣して、意見具申を行った。標準歩掛や技術者単価、入札・契約制度、品確

法の運用指針にも、技術協会の視点から要望を行った。 

また、自主研究の他に、地理情報標準、三次元データの整備、ハザードマップなどの当協 

会の事業活動に合った受託調査研究を、GIS センター、技術部会の協力を得て実施した。 

  

（２）技術普及活動（２）技術普及活動（２）技術普及活動（２）技術普及活動 

先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での技術的工夫等の実績を披

露する場として、第 36 回測量調査技術発表会を新宿区四谷区民ホールで開催した。会員各

社による技術発表 9 編と東京大学大学院情報学環池内教授による特別講演「AR（拡張現実）

と先端測量技術」が行われた。また、WG 活動報告の発表や優秀発表者の表彰も行い、340

名の参加者があった。 

航空レーザ測量に関しては、航空レーザ測量データポータルサイトの改良を行いデータ活

用の促進を図った。普及活動の一環として航空レーザセミナー2014in 札幌を開催した。また、

韓国測量学会と共催で、第 5 回日韓レーザ計測シンポジウムをソウルで開催した。 

機関誌「先端測量技術」106 号は、第 35回・第 36回測量調査技術発表会の特集、国土地理

院長インタビュー、河川レーザ測量に関する特別寄稿で構成し 1500 部を作成・配布した。 



その他、普及活動として、G 空間 EXPO2014/地理空間情報フォーラム（日本科学未来館） 

の共催、電子国土賞の推薦団体としての活動、図書販売等を行った。 

また、技術研究活動の成果や関連情報の速やかな伝達のために、「測技協キャビネット」

を開設して、タイムリーな情報共有のしくみを構築した。 

 

（３）地理情報の標準化活動（３）地理情報の標準化活動（３）地理情報の標準化活動（３）地理情報の標準化活動 

    ISO/TC211 の国内審議団体として、幹事会、国内委員会を開催し、ISO/TC211 からの意見 

照会への対応や国際規格案への投票方針の検討及び 5 月のドイツ・ベルリン 11 月の中国・ 

深圳（シンセン）で開催された総会への準備を行った。そして、これらの活動を通じて、地 

理情報標準の国際規格の策定を推進した。また、日本工業標準審査会への JIS 制定申請の 

ため、座標による空間参照、データ製品仕様、データ品質に関する分科会で検討を行った。 

また、地理情報標準普及のための施策として取組んでいる地理情報標準認定資格制度 

(S-GI-Cert）の初級・中級技術者の講習・試験を実施した。その結果、初級技術者試験の合格 

者が 226 名（累計 481 名）、中級技術者試験の合格者が 19 名（累計 37 名）となった。また、 

国土地理院の「請負測量業務の競争入札のための測量技術者の認定資格」に登録された。 

 

（４（４（４（４））））成果検定事業成果検定事業成果検定事業成果検定事業 

検定資格・経験者を採用して、検定事業の充実を図った。また、検定作業の迅速化と効率

化のために、トランクルームを契約して検定推進センターの環境整備を行った。 

また、測量成果の品質向上、会員の品質管理の改善を目的として、昨年に引き続き 2 日間

に渡る品質向上講習会を開催した。今年度は、東京会場に加えて、大阪会場でも開催した。 

今年度の実績は、81 件、約 3,786 万円（うち基本測量 1 件 300 万円）であった。 

 

（５（５（５（５）特別事業活動）特別事業活動）特別事業活動）特別事業活動 

１） 地域交流活動等 

 地域会員との情報交換・意見交換を推進するために、社会動向講演会及び地区事業委員会

を全国 6 地区で開催した。また、希望者には、測量 CPD、設計 CPD の証明書を発行した。

開催に当たっては、ホームページ、関係団体等を通じて広く広報活動を行った。参加者は、

229 名、75 社、うち一般参加は 24 名であった。 

 

２）緊急撮影対応及び大規模災害時の対応検討 

国土地理院との災害時における緊急撮影協定に基づき、南海トラフ地震等による大規模

災害を想定し、発災後における迅速かつ適切な初動対応に資するため、国土地理院から測

技協への緊急撮影の調査要請から撮影実施会社決定に至る一連の手続き及び撮影作業か

ら納品までの作業手順を確認する訓練を行った。 

近畿地方整備局との協定に基づき、六甲山系砂防事業に係る緊急撮影の発動、国土交通 

省南海トラフ巨大地震対策計画近畿地方地域対策計画策定連絡会議に参加した。 

２２２２.平成平成平成平成 26年度の活動内容年度の活動内容年度の活動内容年度の活動内容 



 

（１）（１）（１）（１）    会員の動向会員の動向会員の動向会員の動向 

１）正会員  入会 2 社、移動入 1 社、退会 1 社 移動出 1 社 3 月現在 ８０社 

  ・トップライズ株式会社   4 月入会 

  ・株式会社 共栄測量設計社 4 月退会 

・株式会社ジェノバ    6 月入会（賛助会員より） 

・株式会社ゼンリン    3 月移動（賛助会員へ） 

・株式会社 GEO ソリューションズ 3 月理事会承認 

 

２）賛助会員 入会 1 社 移動入 1 社 移動出 1 社   3 月現在 １３社 

・日本海航測株式会社   4 月入会 

・株式会社ジェノバ    6 月移動（正会員へ） 

・株式会社ゼンリン    3 月移動（正会員より） 

 

   平成 27 年 3 月時点で、正会員は８０社（2 社入会、１社退会、で 1 社増）、 

賛助会員１３社（1 社入会、）で、合計会員数は９３社である。 

 

（２）主要会議の開催状況（２）主要会議の開催状況（２）主要会議の開催状況（２）主要会議の開催状況 

 

１）評議員会 

①第 5回評議員会 

平成 26 年 6 月 6 日(金)千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

    第 1 号議案 評議員長選任の件 

    第 2 号議案 平成 25年度事業報告の件 

    第 3 号議案 平成 25年度収支決算の件 

    第 4 号議案 評議員補充選任の件 

    第 5 号議案 平成 26年度～平成 27年度役員選任の件 

    第 6 号議案 平成 26年度事業計画の件 

    第 5 号議案 平成 26年度収支予算の件 

 ②第 6回評議員会 

  平成 26 年 12 月 12 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1号議案 評議員長選任の件 

第 2号議案 評議員補充選任の件 

第 3号議案 役員（監事）補充選任の件 

第 4号議案 上半期事業報告の件（報告） 

第 5号議案 上半期決算報告･通期見通しの件 (報告) 

   ※評議員会終了後に国土地理院幹部との意見交換会を開催 

    （測技協からの情報提供） 



     ・技術研究・普及活動   

     ・地理情報の標準化活動（S-GI-Cert の報告等） 

     ・測量成果（地図）検定事業 

     ・緊急撮影等への対応 

     ・今後の課題 

    （国土地理院からの情報提供） 

・新たな「基本測量に関する長期計画」と「国土地理院研究開発基本計画」  

・測量技術者育成検討部会について 

・平成 26年度国土地理院の災害対応の状況        

・今年度の入札手続きについて         

    （質疑応答・意見交換）     

     ・参加者：国土地理院 8名、測技協 28名 

③第 7回評議員会 

平成 27 年 2 月 20 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1号議案 運営組織及び事業活動の状況に関する報告（案）の決議の件 

第 2号議案 変更認定申請書（案）の件 

 

２）理事会 

①第 11 回理事会 

平成 26 年 5 月 30 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1号議案 第 5回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2号議案 平成 25 年度事業報告の件 

第 3号議案 平成 25 年度収支決算の件 

②第 12 回理事会 

平成 26 年 6 月 6 日(金) 千代田区「弘済会館」にて開催、議決事項は次のとおり  

第 1 号議案 代表理事選定の件 

第 2号議案 業務執行理事選定の件 

第 3号議案 新規入会等の承認の件 

③第 13 回理事会 

平成 26 年 11 月 20 日(木)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1号議案 第 6回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2号議案 評議員補充候補選任の件 

第 3号議案 役員（監事）補充候補選任の件 

 

④第 14 回理事会 



平成 27 年 2 月 13 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催（書面開催）、議決事項は次 

のとおり 

第 1号議案 第 7回評議員会の日時及び場所並びに目的事項の決議の件 

第 2号議案 運営組織及び事業活動の状況に関する報告（案）の決議の件 

第 3号議案 変更認定申請書（案）の件 

⑤第 15 回理事会 

平成 27 年 3 月 26 日(金)新宿区「測技協会議室」にて開催、議決事項は次のとおり 

第 1号議案 公益認定等委員会への対応状況の件（報告） 

第 2号議案 平成 26 年度事業報告（仮）の件（報告） 

第 3号議案 平成 26 年度収支決算報告（仮）の件（報告） 

第 4号議案 平成 27 年度事業計画の件（審議） 

第 5号議案 平成 27 年度収支予算等の件（審議） 

第 6号議案 特定費用準備資金等取扱規程の制定等の件（審議） 

第 7号議案 新規会員入会の件（審議） 

 

３）運営委員会 

 ①第 1回運営委員会 

  平成 26 年 5 月 20 日(火)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

  第 1 号議案 運営委員再任の承認と平成 26年度日程の件 

  第 2 号議案 平成 25年度事業報告案の件 

第 3号議案 平成 25 年度収支決算案の件 

第 4号議案 平成 26 年度事業計画及び収支予算計画の件 

第 5号議案 運営の現状と今後について（討議） 

 ②第 2回運営委員会 

  平成 26 年 11 月 27 日(木)新宿区「測技協会議室」にて開催、審議事項は次のとおり 

  第 1 号議案 測量技術者育成検討部会の件 

第 2号議案 アンケート調査結果と発表資料の件 

  第 3 号議案 第 6回評議員会及び国土地理院との意見交換会の件  

 

４）事業委員会 

 以下に記載のとおり、事業委員会 2回、地区事業委員会 6回、幹事会 3回を開催した。 

 登録者数は 28 名、会員数は 28 社であった。 

① 第 1回幹事会 

平成 26 年 6 月 2 日（月）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 25年度の活動方針の検討 

・地区事業委員会の日程調整 

② 第 1回事業委員会 

 平成 26年 6月 26 日（木）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 



・平成 26年度の活動方針、地区事業委員会の開催等の説明 

・標準歩掛の改定に対する要望書、入札・契約に関する動向、改正品確法に関する動 

 向等について 

③ 社会動向講演会及び地区事業委員会 

    今年度の地区事業委員会は、国土地理院の新たな「基本測量に関する長期計画」「国土地

理院研究開発基本計画」講演会及び地理情報標準認定資格（S-GI-Cert）講習・試験の説

明・講習会と地区会員との交流を深めるための意見交換を、全国 6 地区において、下記

のとおり開催した。関東地区においては、基本計画と入札契約手続きの実施方針の講演

会とした。講演会では、測量 CPD、設計 CPD の証明書を発行した。 

No

. 

地区 開催日 参加者 参加会社数 

(地区) 

主な内容 

1 関東 7 月 9日 54 名 19 社 講演 2件 

2 北陸・信越 9 月 4日 32 名 13 社（8社） 講演 2件、意見交換 

3 東海 9 月 25 日 33 名 11 社（7社） 〃 

4 近畿・中国 10 月 9 日 31 名 11 社（6社） 〃 

5 九州 11 月 20 日 31 名 10 社（5社） 〃 

6 北海道 12 月 4 日 48 名 11 社（6 社） 〃 

 合計（延べ）  229 名 75 社（32 社）  

  

意見交換会における主な意見は、以下のとおりである。貴重な意見は今後の運営の参

考とする。 

・UAV、MMS、準天頂衛星（QZS）、三次元データ等の先端測量技術に興味があり、 

協会としての取組みや情報発信を強化して欲しい。地区事業委員会での説明機会 

も出来る限り作って欲しい。 

    ・経営の安定、人材の確保のためにも技術者単価のアップ、歩掛の改定を要望す 

る。活発な要望活動をお願いしたい。 

    ・歩掛実態調査への対応は、調査の趣旨、目的を的確に認識して、組織的な対応

をしなければならない。担当技術者レベルでの回答は行うべきではない。給与実

態調査についても同様なことが言える。 

    ・くじ引き、低価格による競争、オーバースペックによる競争を避け、適正な利

益を確保できる価格での競争が必要で、入札・契約制度に関する要望は、根拠を

持って、具体的に要望していく必要がある。 

    ⇒国土交通省大臣官房技術調査課、国土地理院企画部技術管理課 

      調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会 

    ・改正品確法による改革、新たに示される運用指針の実効、地方自治体への国の 

指導等に期待する。 

    ・人材不足、若手技術者の確保・育成に苦慮している。測量技術者の社会的地位



向上も含めて、測量・地理空間情報技術の魅力、測量業、測量技術者の PR に取

組むべきである。 

    ・都道府県レベルでも、深刻な課題として取り上げられ、活動を行っている。 

    ・災害時に初動で動くのは、測量調査部隊だが、マスコミの報道は、復旧工事レ

ベルばかりで、不満である。 

    ・契約案件の工期を延期してくれるなどの配慮が発注側にあれば、もっと災害対

応は可能であり、柔軟な対応を発注者側がしてくれることを望む。 

    ⇒国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課 建設関連業イメージアップ戦略 

     国土地理院測量行政懇談会「測量技術者育成検討部会」 

④ 第 2回幹事会 

平成 26 年 9 月 4 日（木）新潟県民会館 第一会議室にて開催、検討事項は次のとおり 

・地区事業委員会の運営 

・改正品確法の運用指針意見取りまとめ方針 

・測量調査業務共通仕様書及び標準積算基準書意見取りまとめ方針 

⑤ 第 3回幹事会 

平成 27 年 1 月 21 日（水）新宿区 NPO センター401B にて開催、検討事項は次のとお  

り 

・平成 26年度地区事業委員会総括 

・第 2回事業委員会の開催について 

・技術者単価引き上げと給与実態調査 

・調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会について 

・国土地理院測量技術者育成検討部会について 

⑥ 第 2回事業委員会 

 平成 27年 2月 19 日（木）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 26年度社会動向講演会及び地区事業委員会の開催報告 

・技術者単価、標準歩掛の改定等に関する動向 

・入札・契約制度等に関する動向 

・品確法運用指針に関する動向 

 

５）技術委員会 

   以下に記載のとおり、技術委員会 4 回、幹事会 5 回を開催した。登録委員数は 33 名、

会員数は 29 社であった。 

①� 第 1回技術委員会・幹事会 

平成 26 年 6 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・平成 26年度の活動方針 

  ・各部会の活動報告と計画 

  ・第 36 回測量調査技術発表会について 

  ・事務局報告 



 ②第 2回技術委員会幹事会 

平成 26 年 7 月 16 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・第 36 回測量調査技術発表会の開催報告 

  ・新 WG(UAV 技術、3次元地図データ構築技術、河川の深浅測量)の設置について 

  ・国土交通省の測量業務共通仕様書及び標準歩掛に関する意見募集について 

  ・改正品確法に関する意見募集について 

③ 第 2回技術委員会 

平成 26 年 9 月 3 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・副部会長の交代について 

  ・各部会の活動報告 

  ・事務局報告 

  ・国土地理院との意見交換会「基本測量に関する長期計画と研究開発基本計画につい 

て」 

④ 第 3回技術委員会幹事会 

平成 26 年 10 月 8 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・測技協キャビネットの開設について 

・先般測量技術 106 号論文等査読について 

  ・事務局報告 

⑤ 第 3回技術委員会 

平成 26 年 11 月 5 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・測技協キャビネットの開設について 

・各部会の活動報告 

・事務局報告 

⑥ 第 4回技術委員会幹事会 

平成 26 年 12 月 3 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・第 37 回測量調査技術発表会について 

  ・事務局報告 

⑦ 第 4回技術委員会 

平成 27 年 2 月 4 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

・各部会の活動報告 

・事務局報告 

・国土地理院との意見交換会講「地理地殻活動研究センターの研究状況」 

⑧ 第 5回技術委員会幹事会 

平成 27 年 2 月 25 日（水）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

  ・次期体制について 

  ・第 37 回測量調査技術発表会について 

  ・事務局報告 

６）編集委員会 



①第 1回編集委員会 

平成 26 年 6 月 10 日（火）新宿区「測技協会議室」にて開催、検討事項は次のとおり 

    ・先端測量技術 106 号の特集等の編集内容について 

「第 35 回・第 36 回測量調査技術発表会特集」 

 

（３）技術研究活動（３）技術研究活動（３）技術研究活動（３）技術研究活動 

    

１）技術研究部会・WG 活動（自主研究活動） 

自主研究活動としての技術研究部会・WG 活動は、下表のように開催され、それぞれ

の活動テーマを具体化した。技術研究部会、ＷＧの延べ登録者は、361 名、会員数は

292 社であった。 

技術研究部会・WG 登録者 会員数 開催日 

空中計測・マッピング部会 56 48 4/22、6/17、10/21、12/16、2/17 

位置情報・応用計測部会 44 40 5/21、7/3、9/17、11/12、1/21 

GIS 部会 57 51 (5/12)、6/12、7/10、11/18、12/17、（1/8）、

1/22、2/17 

国土管理・コンサル部会 28 26 (5/16)、6/25、(8/29)、9/24、10/22、11/26 

（12/24）（1/21）2/17 

 

WG 

レーザ WG 14 11 6/16、6/27、7/15、8/5、9/11、10/17、12/5 

MMS_WG 52 33 12/18、（1/22 サブ） 

GNSS_WG 8 7 5/21、7/3、9/17、11/12 

 UAV 技術 WG 42 27 9/10、10/15、11/19、12/17、2/18 

3 次元地図ﾃﾞｰﾀ構

築技術 WG 

26 18 （9/9）（10/7）（10/21）(12/4) 

河川の深浅測量

WG 

20 17 8/28、10/23、12/11、2/5 

技術普及部会 14 14 6/20、7/4 

合計 361 292  （ ）：幹事会等 

①� 空中計測・マッピング部会 

・デジタル空中写真測量、航空レーザ測量に関する標準歩掛への意見募集、ヒアリン

グ等への対応 

・作業マニュアル、準則見直し等への対応（外部委員） 

（レーザ WG） 

・航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサイトのリニューアル 

・第 5 回日韓レーザ計測シンポジウム（韓国ソウル）の準備、運営 

・航空レーザ計測等を用いた河川管理への適用研究会を開催し、本省等と意見交換を行 

 う 



・航空レーザセミナーin 札幌の開催 

（MMS _WG） 

・「移動計測車両による測量システムを用いる数値地形図データ作成マニュアル(案)」 

   の課題検討 

・MMS 歩掛作成のロードマップ検討 

・MMS 事例集の改定 

   （3次元地図ﾃﾞｰﾀ構築技術 WG） 

・幹事会による「三次元データの整備手法及び三次元空間内の位置特定に関する技術

の調査検討業務」の支援 

②位置情報・応用計測部会 

・マルチ GNSS 測量マニュアル案作成に関する検討委員会（国土地理院）  

・ISO/TC172/SC6 の光学機器の ISO 分科会への参加（測量機器工業会） 

・基準点体系分科会（V）中間報告「スマートでコンパクトな基準点体系に向けて」（国 

土地理院） 

・「ますます普及が進む情報化施工について+CIM について（福井コンピュタータ） 

・「電子基準点の動き」（ジェノバ） 

（GNSS_ WG） 

・ＧＮＳＳ測量におけるマルチパスの実影響の把握に関する実証実験（国土地理院電子 

基準点「つくば 1」を基地局としたＲＴＫ観測） 

   （河川の深浅測量 WG） 

   ・ダム堆砂測量におけるﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ業務の意見集約 

・ダム貯水量における水面勾配の影響について 

・水路測量業務準則施行細則の見直し 

③GIS 部会 

・GIS ソフトウエアに関する調査（とりまとめ結果）（測技協） 

・「地理地殻活動研究センターにおける最近の地理情報解析研究」意見交換（国土地理

院） 

（自主研究テーマ） 

・ソフトウェア、データに関わる現行技術面・サービス面に関わる調査・整理 

・防災、減災につながるアプリやサービスについて 

・利活用・ソリューション技術面に関わる調査・整理・研究・検討 

・アプリやサービスの実現に向け、将来的な GIS 技術の発展について 

④国土管理・コンサル部会 

・幹事会により「防災地理情報を活用したハザードマップ作成事例調査業務」（国土地 

理院）を支援する 

（自主研究テーマ） 

・液状化判読のための空中写真による判読要領、判読チャート  

・ケーススタディ対象区域（千葉県浦安地区）における判読調査を試行し、判読要領、 



判読チャートの試案を作成 

   ・社会資本のメンテナンスに役立つ先端測量技術  

・先端測量技術としてＵＡＶを選定し、防災分野や維持管理分野などにおける活用事例

等を研究（UAV 技術 WG を設置する） 

（UAV 技術 WG） 

・事例紹介を実施（朝日航洋、復建調査設計、イメージワン、アスコ、ニコン・トリン

プル、ライカジオシステム、ESRI ジャパン） 

・活用事例と検討課題を取りまとめた報告書を作成 「ＵＡＶ・センサー機種の比較一 

覧表」他 

⑤技術普及部会 

・第 36 回測量調査技術発表会の運営 

・第 36 回測量調査技術発表会・特別講演会の手配 

 

２）外部委員会への委員派遣 

① 国土地理院 測量行政懇談会（1名）及び測量技術者育成検討部会（1名） 

② 国土地理院 平成 26 年度公共測量に関する調査検討委員会・作業部会（3名） 

③ 国土地理院 平成 26 年測量士・測量士補に係る試験考査委員（1名） 

④ 総プロ（総合技術開発プロジェクト）マルチ GNSS による高精度測位技術の開発に

関する委員会（１名） 

⑤ 日本測量機器工業会 測量機器 JIS 原案調査作成委員会（1名） 

⑥ 日本測量機器工業会 ISO/TC172/SC6 国内分科会 GNSS 改訂ＷＧ委員（1名） 

⑦ 高精度衛星測位サービス利用促進協議会（QBIC）社会実証準備 WG（1名） 

⑧ 3 次元データの整備・流通のための 3次元 CAD 製図基準の策定小委員会（1名） 

  以上合計 11名が外部委員として活動した。 

 

３）国土地理院等との情報交換会及び会議参加 

会員が関心を持っているテーマについて、国土地理院他の専門家を招聘して勉強会・意

見交換会を実施した。また、関係会議等へ参加した。 

① 国土地理院との意見交換会『基準点体系分科会（V）中間報告「スマートでコンパ

クトな基準点体系に向けて」』 

・主催：技術委員会 位置情報・応用計測部会 

・日時：7月 3日（木）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院測地部 測地技術調整官他 

     測技協 位置情報・応用計測部会メンバー他 

・参加者数：15 名   

② 第４回地球規模の地理空間情報管理に関する専門家委員会（GIUNCE-GGIM）及び

第 21回地球地図国際運営委員会（ISCGM）への参加 

標記会議へのオブザーバー参加の案内が国土地理院企画部国際課からあり、会員に周



知したところ、２社が会議に参加した。 

・期間：8月 5日～8日 

・場所：米国 ニューヨーク 

③ 国土地理院との意見交換会「新たな基本測量に関する長期計画と国土地理院研究開

発基本計画について」 

・主催：技術委員会  

・日時：9月 3日（水）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院企画部 研究企画官他 

     技術委員会メンバー他 

・参加者数：18 名   

④ 国土地理院のヒアリング「測量法の一部を改正する法律案について」 

・主催：技術委員会 

・日時：10 月 2 日（木）10：00～12：00 

・参加者：国土地理院企画部 研究企画官他        

     測技協 専務理事、常務理事、技術委員会委員長・副委員長 

・参加者数：14 名 

⑤ 国土地理院との意見交換会「国土地理院地理地殻活動研究センターにおける最近の

地理情報解析研究」 

・主催：技術委員会 GIS 部会 

・日時：11 月 18 日（火）14：30～15：30 

・参加者：国土地理院地理地殻活動研究センター地理情報解析研究室 

     GIS 部会メンバー他 

・参加者数：15 名   

⑥ 国土地理院との意見交換会「国土地理院の研究開発業務について」 

・主催：技術委員会 

・日時：2月 4日（火）15：30～17：00 

・参加者：国土地理院地理地殻活動研究センター 研究管理課長 

     技術委員会メンバー他 

・参加者数：17 名   

 

４）受託研究活動 

本年度の受託業務は下記の国土地理院等の受託 2件であった。ＧＩＳセンターが主管し、

関係技術部会の協力により対応した。 

 件 名 発注先 契約方式 

受託金額（千円） 

1 平成 26 年度地理情報標準に関する調

査業務 

国土地理院 企画部 

技術管理課     

 

簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ

（測量） 

9,936 



2 三次元データの整備手法及び三次元空

間内の位置特定に関する技術の調査検

討業務 

国土地理院 基本図情

報部地理情報技術開発

室 

公募型競争入札 

（役務） 

8,532 

3 防災地理情報を活用したハザードマッ

プ作成事例調査業務 

国土地理院防災地理部

防災地理課 

公募型競争入札 

（役務） 

2,160 

4 レーザプロファイラに基づく河川横断

図と実測横断図との標高較差の整理業

務 

国土交通省国土技術政

策総合研究所 

 

随意契約 

900 

 

  合計 21,528 

① 平成 26 年度地理情報標準に関する調査業務の概要 

   ・ISO/TC211 に関する動向調査 

   ・地理情報の JIS に関する動向調査 

   ・メタデータに関する海外のジオポータルと ISO 及び JIS 規格との整合性の調査・ 

検討 

   ・JPGIS 等に関するヘルプデスク 

   ・作業期間は平成 26 年 9 月 18 日～平成 27 年 3 月 10 日 

② 三次元データの整備手法及び三次元空間内の位置特定に関する技術の調査検討業務 

・三次元データの整備手法に関する調査 

 ・三次元空間内の位置特定手法に関する技術の調査 

 ・三次元データの利活用に関するヒアリング調査 

   ・作業期間は平成２６年９月１日～平成２７年２月２６日 

③ 防災地理情報を活用したハザードマップ作成事例調査業務 

・防災地理情報を活用したハザードマップ作成に関する調査 

・効果的活用事例の選択 

・解説書及び報告書の作成 

・作業期間は平成２６年１２月１２日～平成２７年２月２５日 

④ レーザプロファイラに基づく河川横断図と実測横断図との標高較差の整理業務 

    ・レーザプロファイラを用いた横断図の調整 

・横断図の標高較差比較 

   ・要求精度の適合度の整理 

    

（４）技術普及活動（４）技術普及活動（４）技術普及活動（４）技術普及活動 

 

１）第 36回 測量調査技術発表会 

会員の技術力向上と先端測量技術の普及を目的に、日頃の技術研究成果及び業務での

技術的工夫等の実績を披露する場として、毎年実施し、今年度は 9編の技術発表があっ

た。7 月 4 日（金）四谷区民ホールで開催し、これまでない 340 名の参加があった。東



京大学大学院情報学環池内教授による特別講演「AR（拡張現実）と先端測量技術」と

ワーキンググループ活動報告として、空中計測・マッピング部会レーザ WG、位置情報・

応用計測部会 GNSS-WG、GIS 部会からそれぞれ発表された。 

発表タイトル 発表者 （氏 名） 

単写真を用いた簡易的測定による位置情報の取得方

法 

株式会社東京地図研究

社  
谷口 亮 

三次元地形データの防災分野での利活用 アジア航測株式会社 謝花 達磨 

自動マルチビーム測深システムによる水中 3次元デ

ータの取得 
中日本航空株式会社 神谷 光顕 

OSS を利用した簡易な地図画像配信とその利活用に

ついて 
朝日航洋株式会社 沼田 圭太 

モービルマッピングシステム（MMS）における 

GLONASS 衛星併用時の効果 
アジア航測株式会社 小堀 裕貴 

ALB（航空レーザ測深機）の河川測量への適用 株式会社パスコ 小澤 淳眞 

３D モデリングを利用した高ダイナミックレンジ画

像の有効性について 
朝日航洋株式会社 塩谷 章 

位置情報付斜め写真撮影システムとその活用 アジア航測株式会社 野中 秀樹 

航空レーザ測量と既存の数値地形図を用いた砂防基

盤図作成とその利点~伊豆大島を事例として~ 
国際航業株式会社 中村 博祐 

特別講演 
  

「AR（拡張現実）と先端測量技術」 

-大規模屋外構造物のモデル化とその応用- 

東京大学大学院 情報

学環 

教授  

池内 克史 

ワーキンググループ報告     

航空レーザ測量による災害対策事例集と航空レーザ

測量データポータルサイトの紹介 

空中計測・マッピング

部会レーザＷＧ 
横尾 泰広 

GNSS 測量におけるマルチパスの実影響の把握に関

する基礎的研究その２ 

位置情報・応用計測部

会 GNSS-WG  
鵜飼 尚弘 

将来的な防災・減災につながる GIS 技術を用いたサ

ービスこれに関わるシステム、データの現状のとり

まとめ・トピック 

GIS 部会 
中山  修 

西田  隆人 

優秀発表 表彰     



総評 閉会挨拶 
公益財団法人日本測量

調査技術協会 

会長  

岡部 篤行 

   

２）優秀発表表彰 

 第 36 回測量調査技術発表会の 9編の技術発表の中から、3篇の優秀発表者を表彰した。 

優秀発表表彰 
    

優秀発

表賞 

自動マルチビーム測深システムによる水

中 3次元データの取得 
中日本航空株式会社 神谷 光顕 

優秀発

表賞 

モービルマッピングシステム（MMS）に

おける GLONASS 衛星併用時の効果 
アジア航測株式会社 小堀 裕貴 

優秀発

表賞 

ALB（航空レーザ測深機）の河川測量への

適用 
株式会社パスコ 小澤 淳眞 

 

３）機関誌「先端測量技術」106 号発行 

   特集「 第 35回・第 36回測量調査技術発表会 特集」 

   ・巻頭インタビュー 前国土地理院長 稲葉和雄 

   ・特別寄稿    「河川定期縦横断測量へのレーザプロファイラの適応可能性に関す 

            る考察」国土交通省国土技術政策総合研究所防災・メンテナンス基 

盤研究センターメンテナンス情報基盤研究室 

・第 35 回特別講演 「インフラ維持管理とモニタリングについて」 

             東京大学工学系研究科社会基盤学専攻教授 藤野 陽三 

   ・第 36 回特別講演 「AR（拡張現実）と先端測量技術～大規模屋外構造物のモデル化と 

その応用～」 

             東京大学大学院 情報学環教授 池内 克 

   ・論文   「異種の道ネットワークづくりと GIS 基盤の活用～ 官民連携による山間地

域の道路網形成の ～」国際航業株式会社 渡辺 美紀 

   ・論文   「単写真を用いた簡易的測定による位置情報の取得方法」       

株式会社東京地図研究社 谷口 亮 

・論文   「自動マルチビーム測深システムによる水中 3次元データの取得」  

中日本航空株式会社 神谷 光顕 

・論文   「ALB（航空レーザ測深機）の河川測量への適用」     

株式会社パスコ 小澤 淳眞 

・技術報告 「航空機搭載型グリーンレーザ測深による深浅測量の実用化について」  

中日本航空株式会社 宇野女 草太 

   ・技術報告 「OSS を利用した簡易な地図画像配信とその利活用について」 

    朝日航洋株式会社 髙橋 洋二 



   ・技術報告 「複数デジタル写真を用いたリアル３D オブジェクトの生成」 

             アジア航測株式会社 山口 由美子 

   ・レポート 「道路敷内民有地調査業務における MMS 活用事例～宮崎県日向市をケー 

ススタディとして～朝日航洋株式会社 久原 千賀子 

   ・レポート 「モービルマッピングシステム（MMS）における GLONASS 衛星使用時の 

効果」 アジア航測株式会社 小堀 裕貴 

   その他測技協の事業報告、TOPICS 等を掲載した。先端測量技術 106 号は、国・都道府

県の関係部所等の関係機関に配布した。   

 

４）航空レーザ測量データポータルサイトの改良 

これまで、高精度標高データの利活用を促進する目的で、会員が実施した基本測量、

公共測量（公共測量申請案件）の高精度標高データ計測範囲等を、地理院地図（電子国

土 Web）上でリニューアル公開していたが、データ量が多くなった為、表示の高速化

が必要となり、地域検索、データ検索機能（「データ管理者」「計測密度」「計測期間」

「計測会社」）を追加した。 

   

５）第 5回日韓レーザ計測シンポジウム 

 ・日時：平成 26年 8月 27 日（水）10：00～17：30 

 ・場所：韓国ソウル Coex3 階 307-A 会議室 

 ・主催：韓国測量学会、公益財団法人日本測量調査技術協会 

 ・後援：韓国国土地理情報院、大韓測量協会、韓国空間情報産業協同組合、韓国空間情

報学会 

 ・参加者：韓国側参加者 60名、日本訪韓団 22名 

 ・その他：「Smart Geospatial Expo2014」（8 月 25 日～27 日）の関連イベントとして開催 

 

６）G 空間 EXPO 2014 等の開催 

①G 空間 EXPO 2014 の開催に合わせて、測量 4団体が連携して地理空間情報フォー 

ラム 2014 を以下のように開催した。 

   ・会期：平成 26 年 11 月 13 日（木）、14 日（金）、15 日（土） 

   ・会場：お台場 日本科学未来館 1F・7 F 

   ・企画展示会/ベンダーフォーラム：41 小間（54 社が参加） 

   ・体験イベント：14 団体 

   ・G 空間 EXPO 2014 全体の来場者 

来場者： 20,311 人（昨年 17,584 人） 

    11/13－5,656 人 11/14－5,845 人 11/15－8,810 人 

     （昨年 5,293 人 （昨年 5,850 人） 昨年（6,441 人） 

② 測技協としての参加（講演会の開催）  

・日時：11 月 13 日（木）10：30～12：35 



・会場：日本科学未来館 7 階 会議室 2 

   ・講演会：地理情報標準の最新動向と地理情報標準認定資格（S-GI-Cert）講習・試験の 

ポイント（無料） 

   ・来場者数： 76 名 

 

７）電子国土賞の推薦団体として活動 

電子国土基本図等の国土地理院のデータを活用し、地理空間情報の高度活用社会の形

成に貢献する GIS ソフトウェアと GIS コンテンツの中から、優れたものを『電子国土

賞』として 表彰するとともに広く紹介する国土地理院の制度が今年も実施された。当

協会はその賞の推薦団体として登録され、今年度は下記の 2件を推薦した。 

・アジア航測株式会社  「LandViewerPG」（PC 部門） 

・株式会社ナカノアイシステム 「住民公開 GIS 「Geogeo.jp」」（PC 部門） 

電子国土賞選考委員会において、アジア航測株式会社の「LandViewerPG」が電子国

土賞 2014 に選考され、G 空間 EXPO 2014 において表彰された。 

また、当協会の航空レーザ計測アーカイブズ/航空レーザ測量データポータルサイト

もコンテンツ部門にノミネートされた。 

 

８）航空レーザセミナー2014in 札幌 

 ・日時：平成 26年 12 月 5 日（金）10：00～17：00 

 ・場所：札幌コンベンションセンター204 会議室 

 ・主催：公益財団法人日本測量調査技術協会空中計測・マッピング部会レーザ WG 

 ・後援：国土交通省国土地理院、一般社団法人日本写真測量学会北海道支部、北海道 

GIS・GPS 研究会 

 ・開催概要：技術セミナー 5 件 

       基調講演「砂防分野から見た航空レーザ測量が示す可能性」 

北海道大学大学院笠井美青准教授 

       パネルディスカッション/笠井准教授、西原主任研究員（寒地土木研究所） 

       布田執行役員（㈱シン技術コンサル）他 

 ・参加者：114 名（参加証明書 68 名発行） 

 

９）図書販売 

   ①航空レーザ測量による災害対策事例集の販売 

 ・累計販売部数 803 部（Ｈ26/122 部） 

 ・図解航空レーザ計測 セット累計販売部数 233 部 

②公共測量積算ハンドブック（平成 25年度版）販売 

 ・累計販売部数 352 部（Ｈ26/34 部） 

 

10）「測技協キャビネット」の開設 



 委員会・部会等の活動における情報共有の一層の促進とスピード化を図り、事務局から

の事業報告や各種情報の流通を促進させるなど、技術の普及活動の充実を図った。 

 

11）国土交通大学への講師派遣及び講習会の受講者推薦 

   専門課程の「高等測量」・「公共測量」・「地理情報標準」・「基盤地図情報活用」研修への 

講師の調整を行った。研修受講者は、国・地方自治体の職員等となっている。 

    また、10 件の講習会の推薦依頼のうち４つの研修において 7名を推薦し、受講した。 

 

12）国土地理院に部外研究員を派遣 

・測地部 次世代 VLBL 観測システム（K―５）に関する研究 

 

13）その他の技術普及活動 

①「測量の日」関連行事に実行委員会として参加する。記念グッズのクリアファイル 

     を配布した。 

②地図展の開催に地図展推進協議会として参加する。 

・第 47 回地図展 横浜のまち みち みなと 

・平成 27年 1月 15 日～22 日 

③その他開催協賛は以下のとおり 

・GITA-JAPAN 第 24 回コンファレンス 

    ・完全復元伊能図全国巡回フロア展 

   

（５）地理情報の標準化活動（５）地理情報の標準化活動（５）地理情報の標準化活動（５）地理情報の標準化活動 

 

        ISO/TC211（地理情報の標準化に関する専門委員会）国内審議団体としての活動及び国際

標準（IS）になった項目を日本工業規格（JIS）にするための JIS 原案作成委員会活動を行っ

た。 

１） ISO/TC211 国内委員会、幹事会組織（敬称略・平成 27年 3月末現在） 

①国内委員会 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

委 員 有川 正俊  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

委 員 植原 啓介  慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 

委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 

委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 瀬崎 薫   東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 和泉 章    経済産業省 産業技術環境局 国際電気標準課長 

委 員 和田 恭   経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部  技術・国際課 課長補佐 



委 員 木下 章    国土交通省国土地理院企画部地理空間情報国際標準分析官 

委 員 兼谷 明男  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

委 員 太田 守重  公益財団法人日本測量調査技術協会 技術顧問 

     幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長 

   ② 幹事会 

幹事長 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ明野 和彦  国土交通省 国土地理院 企画部 企画調整課長 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ五十嵐 保  一般財団法人リモート・センシング技術センター  

研究開発部 特任主任研究員 

    ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ岩男 弘毅  独立行政法人産業技術総合研究所地質調査情報センター 地

質・衛星情報整備企画室 総括主幹  

    ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ石丸 伸裕  株式会社日立製作所 ディフェンスシステム社 マーケティ

ング本部事業開発本部 グローバルマーケティングオフィス 

     幹 事 中川 弘之  国土交通省 国土地理院 企画部 国際観測企画官  

     幹 事 廣田 三成  国土交通省 国土地理院 企画部 技術管理課長 

          幹 事  プルース・リース一般財団法人日本情報経済社会推進協会 電子情報利活 

用推進部 研究員 

          幹 事  大伴 真吾   朝日航洋株式会社  システム開発研究センター センター長 

          幹 事  山田 秀之   アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 主任技師 

          幹 事  保高 史子   国際航業株式会社 東日本事業本部 第三技術部 行政支 

援第 2グループ 

          幹 事  平田 更一   株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

③ 事務局 

事務局員 津澤 正晴 公益財団法人日本測量調査技術協会事務局長 

     田端 謙一 国際航業株式会社 法人事業部 事業推進部 

     太田 有紀 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

     藤本 直也 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員  

 

２）ISO/TC211 国内審議団体活動 

①第 38 回 ISO/TC211 総会  

・日程：6月 2日（月）～6月 6日（金） 

・開催地：ドイツ規格協会（DIN） ドイツ・ベルリン市 

・参加者：藤村 英範（国土地理院）、植原 啓介（慶応義塾大学）、プルース・リース（一

般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC） 

・全体参加者：地理情報の国際規格作成に参加している 35 の国・地域及び ISO 内外の

リエゾン団体(関連機関)から約 70名 



・主な決議内容 

ａ）ISO/CS の方針に従ってプロセスを短縮することを可能とした CD の投票期間 2 

か月、FDIS を自動スキップ） 

ｂ）プロジェクト運営上の決議（新規プロジェクトの登録、改訂作業開始、投票開始 

指示等） 

ｃ）TC211 からのリエゾン代表の承認（DGIWG/ISCGM/UN‐GGIM‐AP） 

ｄ）UN‐GGIM に TC211/OGC/IHO の名で提出す文書「地理空間情報における規格 

の役割ガイド」の完成要請と提出容認 

ｅ）第 39回総会及び部会を 2014 年 11 月 24 日（月）から 29日（金）にかけて、中 

国の深圳（シンセン）市で開催 

②第 39 回 ISO/TC211 総会 

・日程：11 月 24 日（月）～11 月 25 日（金） 

・開催地：中国 深圳市（シンセン） 

・参加者：藤村 英範（国土地理院）、プルース・リース（JIPDEC）郡司哲也（JIPDEC） 

黒川史子（国際航業） 

   ・主な決議内容 

    ａ）XML Schema 等の UML からの導出リソースがあるのであれば、規定項目として附属

書から参照する 

    ｂ）ISO/TC211 と OGC との JAG（共同諮問グループ）の ToR を改正する。 

    ｃ）規格トラッカーhttp://isotcl.standardstracker.org/ を一般公開する。 

    ｄ）用語管理ソリューションの改善の必要を認識し、仕様とユースケースの取りまと

めを用語管理グループに求める。仕様とユースケースを回覧し、システム実現に向

けた貢献を求める。 

ｅ）第 40 回総会及び部会を 2015 年 6 月 8 日（月）から 12 日（金）にかけて、イギ

リスのサウサンプトン市で開催 

 

３）国内委員会開催 

①第 70 回国内委員会 

   ・開催日：5月 30日（金）スクワール麹町 ５階 豊の間 

 ・参加人数：12名（委員 8名、幹事 1名） 

 ②第 71回国内委員会 

 ・開催日：9月 10 日(水）スクワール麹町 ５階 百合の間 

 ・参加人数：12名（委員 7名、幹事 5名） 

 ③第 72回国内委員会 

 ・開催日：11 月 21 日(金）スクワール麹町 ５階 寿の間 

 ・参加人数：7名（委員 3名、幹事 4名） 

④ 第 73回国内委員会 



 ・開催日：2月 23 日(月）スクワール麹町 ５階 寿の間 

 ・参加人数：08名（委員 6名、幹事 2名） 

 

４）国内委員会幹事会開催 

①第 102 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：5月 21日（水） 

・参加人数：12 名（幹事 9名、オブザーバ 1名、事務局 2名） 

②第 103 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：9月 2日（火） 

・参加人数：10 名（幹事 7名、オブザーバ 1名、事務局 2名） 

③第 104 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：11月 17（月） 

・参加人数：8名 

④第 105 回幹事会 測技協 会議室 

・開催日：2月 18（水） 

・参加人数：8名 

 

  ５）地理情報 JIS 原案作成委員会名簿（敬称略・平成 27 年 3 月末現在） 

委員長 岡部 篤行  青山学院大学 総合文化政策学部 教授 

    委 員 今井 浩   東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

    委 員 碓井 照子  奈良大学 名誉教授 

    委 員 柴崎 亮介  東京大学 空間情報科学研究センター 教授 

委 員 和泉 章    経済産業省 産業技術環境局 国際電気標準課長 

    委 員 和田 恭    経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室長 

    委 員 小森 達雄  海上保安庁 海洋情報部 技術・国際課 課長補佐 

    委 員 木下 章   国土交通省国土地理院 企画部 地理空間情報国際標準分析官 

    委 員 藤村 英範  国土交通省 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課長 

    委 員 兼谷 明男  一般財団法人日本情報経済社会推進協会 常務理事 

    委 員 土居原 健  一般財団法人日本デジタル道路地図協会ﾌｪﾛｰ研究開発部長 

    委 員 飯野 正臣  一般財団法人道路管理センター システム開発部 調査役 

    委 員 太田 守重  国際航業株式会社 フェロー  

    委 員 大伴 真吾  朝日航洋株式会社 システム開発研究センター長 

委 員 品澤 隆   東日本総合計画株式会社 事業革新本部 技術統括 

委 員 村尾 吉章  日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS 事業 GIS サービス シ

ニアコンサルティング IT スペシャリンスト 

    委 員 椎橋 信幸   公益財団法人日本測量調査技術協会 専務理事 

事務局 

事務局員 津澤 正晴 公益財団法人日本測量調査技術協会事務局長 



     太田 有紀 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員 

     藤本 直也 公益財団法人日本測量調査技術協会 GIS センター主任研究員  

 

６） 地理情報 JIS 原案作成委員会分科会名簿（敬称略・平成 27年 3月末現在） 

①JIS X 7115-1（メタデータ - 第 1 部）分科会 

 主 査 岡田 泰征 国際航業株式会社 東日本事業本部第 三技術部 行政支援2グ 

           ループ 

 委 員 太田 守重 国際航業株式会社 フェロー 

 委 員 山田 秀之 アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 

 委 員 伊藤 裕之 国土地理院 地理空間情報部 情報普及課 課長補佐 

②JIS X  7118（符号化）分科会 

 主 査 大伴 真悟 朝日航洋株式会社 システム開発研究センター センター長 

 委 員 村尾 吉章 日本アイ・ビー・エム株式会社 GBS 事業  GIS サービス シ

ニアコンサルティング IT スペシャリスト 

 委 員 尾崎 隼一 国際航業株式会社 東日本事業本部 第三技術部  行政支援 2 グ

ループ 

 委 員 村田 眞司 アジア航測株式会 空間情報事業部 空間データ解析センター 

地理空間情報課 

 委 員 マービット 京湖  国土地理院 企画部 技術管理課 国際標準係長 

③ JIS X 7157（データ品質）分科会 

 主 査 政春 尋志 国土地理院 基本図情報部 基本図情報更新技術分析官 

 委 員 乙井 康成 国土地理院 地理地殻活動研究センター 地理情報解析研究室  

主任研究官 

    委 員 山崎 廣二 アジア航測株式会社 空間情報事業部 DS 事業部 

    委 員 平田 更一 株式会社パスコ 研究開発センター 上級主任研究員 

 

７） 地理情報 JIS（日本工業規格）制定の動き 

   ・JIS X 7111 座標による空間参照（平成 26年 2月 25 日告示） 

   ・JIS X 7131 製品仕様書（平成 26 年 2 月 25 日告示） 

   ・JIS X 7157 データ品質申出（作業中） 

   ・JIS X 7118 符号化申出（作業中） 

 

８）地理情報標準認定資格制度（S-GI-Cert）の実施状況 

本制度は、地理情報標準の知識・技能を有した、地理空間情報の整備、管理、運用等 

の専門技術者の資格認定及び登録を行い、もって地理情報標準の適用、普及等の適正な

推進を図るとともに、地理空間情報の利活用の促進に寄与することを目的とする。地理

情報標準（ISO19100 シリーズ、 JIS X 7100 シリーズ及び JPGIS）に関する知識・技能

についての講習、及びそれらが一定水準以上であることを試験により認定する制度で、



地理情報システムを構築・運用する「技術者」から地理情報システムを利用する「エン

ドユーザ（利用者）」まで、地理情報システムに関係するすべての人が活用できる制度

を目指す。 

特定の製品やソフトウェアに関する試験ではなく、地理情報標準の背景として知るべ

き原理や基礎となる技能について、幅広い知識を総合的に評価することとし、認定要件

と知識・技能の水準の範囲を初級技術者、中級技術者、及び上級技術者に区分して認定

資格を付与する。 

今年度の制度実施状況は、以下のとおりである。 

 

①講習・試験実施概要と結果 

 初級技術者 中級技術者 

講習・試験日 7 月 11 日（金） 

（1日） 

10 月 9 日（木）‐11 日（土） 

（3日間） 

実施場所 仙台・東京・名古屋 

大阪・福岡（5会場） 

東京・大阪 

（2会場） 

試験問題 5 者択一式 

30 問 

多肢択一式 20問 

記述式 3問 

出題 23 問 

受講者 313 名 65 名 

受験者 325 名 87 名 

合格者・認定者 226 名（69.5％） 19 名（21.8％） 

昨年度の結果と合わせて、合格者等の状況は以下のとおりである。 

 ・初級技術者 483 名 

 ・中級技術者  41 名 

 ・上級技術者  8 名    地理情報標準認定技術者（S-GI-Cert） 532 名 

②運営の概要 

 ・委員会等開催状況は以下のとおりである。 

講習・試験委員会を 11回、上級技術者会議を 3回、資格認定委員会を 5回開催する 

   ・4月 14 日 平成 26 年度 地理情報標準認定資格初級技術者講習・試験受付開始 

・4月 22 日 第 8回講習・試験委員会 新委員長、新副委員長、新委員の紹介 

                     平成 26年度全体計画 

                     初級講習・試験進行案、テキスト編集方針 

                     試験問題作成方針、講習・試験担当等 

   ・5月 30 日 第 9回講習・試験委員会  初級技術者テキスト編集・試験問題の検討   

   ・6月 12 日 第 10 回講習・試験委員会  テキスト最終稿の確認   

・6 月 23 日 第 8 回資格認定委員会  年間計画の確認、初級テキスト・試験問題の審 

議・承認、国土地理院認定資格申請 

   ・7月 11 日 初級技術者講習・試験  全国 5会場（仙台・東京・名古屋・大阪・福岡） 



で実施した。受講・受験者は 325 名であった。 

   ・7月 14 日 初級技術者認定試験の正答発表 

   ・7月 18 日 第 11 回講習・試験委員会  初級技術者合採点結果と合否内定の検討 

                      中級技術者テキスト編集・試験問題の検討 

                      講習・試験担当等 

・7月 23 日 第 9回資格認定委員会  初級技術者合否判定の審議 

                  中級技術者講習・試験の計画、実施方針 

・7月 25 日 国土地理院の「請負測量業務の競争入札のための測量技術者の認定資格」 

      に登録される 

・8月 1日 初級技術者認定試験合格者発表合否通知の発送 合格者は 226 名であった 

      中級技術者講習・試験受付開始 ～9月 19 日締め切り 

・8月 26 日 第 12 回講習・試験委員会 中級技術者テキスト・問題の検討 

                                        講習・試験監督役割分担 

                      地区事業委員会講習会担当角確認 

   ・9月 11 日 第 13 回講習・試験委員会 講習・試験委員の紹介 

                   中級技術者テキスト・問題の最終確認 

                                        講習・試験監督役割分担 

・9月 17 日 第 10 回資格認定委員会  中級テキスト・試験問題の審議・承認、 

・10月 9日‐11 日 中級技術者認定試験 受講・受験申込者 87 名であった 

東京会場 51 名 大阪会場 36 名 

・10 月 14 日 中級技術者認定試験の正答発表                      

・10 月 28 日 第 14 回講習・試験委員会 中級技術者認定試験採点・合否内定 

                   カリキュラム見直し、普及活動 

・10月 31 日 第 11 回 資格認定委員会 中級技術者合否内定の審議 

・11 月 10 日 中級技術者認定試験合格者発表合否通知の発送 合格者は 19名であった 

・11月 27 日 第 15 回講習・試験委員会 カリキュラムと設問分析、テキスト検討 

                   上級技術者会議設置、周知案 

・12月 22 日 第 16 回講習・試験委員会 カリキュラムと設問分析、テキスト検討 

                   上級技術者会議及び試験問題、申込み要領 

・1月 8 日 第 1回上級技術者会議   試験案内、問題作成方針 

・1月 22 日 第 17 回講習・試験委員会 テキスト・カリキュラム検討、参考図書 

                   学生価格と周知方法 

・1月 22 日 第 2回上級技術者会議   例題作問・採点基準、試験問題作成 

・1月 29 日 第 12 回 資格認定委員会 認定資格案内の確定、学生割引の拡充 

                   上級技術者会議報告 

・2月 17 日 第 18 回講習・試験委員会 テキスト・カリキュラム検討、案内内容 

・2月 17 日 第 3回上級技術者会議   試験問題作成要領案の検討 

・2月 20 日 第 13 回 資格認定委員会 上級技術者試験問題作成要領案の確認 



                   上級技術者試験案内の承認 

2015 年講習・試験案内の承認 

   ・3月 2 日 2015 年講習・試験案内の公表 

・3月 20 日 第 4回上級技術者会議   試験問題作成要領案の修正 

・3月 27 日 第 14 回 資格認定委員会 上級技術者試験問題作成要領案の承認 

  ③変更認定手続き 

   地理情報標準認定資格制度については、公益認定の基準における事業の種類「資格付与」

に該当する為、変更認定申請を行った。 

                    

（（（（６６６６）成果検定事業）成果検定事業）成果検定事業）成果検定事業 

 

5 年目を迎えて、検定者等の充実と検定室内の環境整備を図った。実績としては、81件、約

3, 778 万円（うち基本測量 1件 300 万円）を達成している。今年度もこれまでと同様に「①全

ての案件は迅速に処理する②指摘事項はきめ細かく丁寧に分かりやすく」をモットーに掲げて

取組んだ。測量成果の品質を向上させるため、測量成果（地図）品質向上講習会を昨年度に引

き続き東京と大阪で開催した。本講習会を受講することにより、地図作成上の基本的な誤りの

発見や処理方法の理解力が向上し、品質管理を担う技術者の養成に寄与できたと考えている。 

 

１）実施体制 

 ・技術管理者：小須賀 洋 

 ・登録検定者：首藤隆夫、松尾永二、中野茂男、佐久間晋一郎、田口益雄（5名） 

   ・検定補助者：4名 

    

２）対応種目（測量成果のうち地図作成等） 

①基本測量（会員企業以外を対象） 

・空中写真撮影 

・電子国土基本図（基盤地図情報）面的更新 

・オルソ作成 

   ・航空レーザ測量 

・２万５千分１地形図修正編集 

・災害復興計画基図 

・２０万分 1地勢図数値編纂 

②公共測量（全ての企業を対象） 

・空中写真撮影 

・数値地形図データ作成(車載型レーザ測量) 

・写真地図作成 

・航空レーザ測量 

・基盤地図情報作成 



・砂防基盤地図データ 

 

３）成果検定業務実績 

・平成 22年度の成果検定契約実績 34 件、13,168,611 円 

   ・平成 23 年度の成果検定契約実績 59件 24,233,684 円  

・平成 24年度の成果検定契約実績 90 件  27,318,610 円 

・平成 25年度の成果検定契約実績 96 件  45,166,160 円 

・平成 26年度の成果検定契約実績 81 件  37,862,532 円（平成 26年 3月現在） 

   （内訳）                               （万円） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

公共 空中写真撮影 20 216 167 293 46 

公共 航空ﾚｰｻﾞ測量 615 84 287 2,266 1,197 

公共 写真地図 0 33 15 5 30 

公共 数値地形図 682 1,212 2,120 1,625 2,213 

基本測量 0 877 143 327 300 

合計（計画値） 1,317 2,423 2,732 4,516 

 

3,786 

(4,000) 

 

  ４）品質向上講習会の開催 

   検定依頼者のニーズに応え、これまでの指摘事項を整理・分析して、2 日間に渡る品質

向上講習会を東京と大阪で開催した。 

①� 開催日時 

・東京会場 平成２６年６月１９日（木）～２０日（金）（２日間） 

・大阪会場 平成２６年７月３１日（木）～８月１日（金）（２日間） 

②� 実施会場 

・東京会場 新宿区立新宿 NPO 協働推進センター 501 会議室 

東京都新宿区高田馬場４丁目３６番１２号 

・大阪会場 株式会社パスコ関西事業部会議室 

大阪市浪速区湊町１丁目２番３号マルイト難波ビル８階 

② 参加人数 

    ・東京会場１９名 大阪会場１８名  合 計３７名 

③ 参加者  数値地形図データ作成、写真地図の作成、航空レーザ測量、基準点測量  

等の実務 経験を有する専門技術者 

④ 講義内容 

・測量法と公共測量の届け出 

・公共測量標準図式の解釈 

・検査事例Ⅰ：数値地形図データ作成 

・検査事例Ⅱ：写真地図作成 



・検査事例Ⅲ：航空レーザ測量 

・演習：測量成果検査（数値地形図データ作成及び航空レーザ測量） 

・解説：測量成果検査の要点 

・技術討論会 

⑤ 受講料 

・当協会の会員￥20,000、非会員￥30,000 

⑥ 測量 CPD の発行 

    ・測量 CPD１１ポイント 

⑦ カリキュラム 

開始  終了 課  題 到 達 目 標 

1 日目 

10:30 ～ 10:40 ガイダンス   

10:40 ～ 12:00 測量法と公共測量 
関連する測量法の条文と公共測量の届け

出の理解 

13:00 ～ 16:45 
公共測量標準図式と適用の注

意点 
図式（地図記号の定義）の理解 

17:15 ～ 18:30 技術討論会 会場：測技協会議室 

2 日目  

9:30 ～ 10:30 
事例研究Ⅰ：数値地形図デー

タ作成 
誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

10:30 ～ 11:10 事例研究Ⅱ：写真地図 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

11:10 ～ 11:50 事例研究Ⅲ：航空レーザ測量 誤りの事例と正しい処理、根拠規定の理解 

12:50 ～ 15:00 演習：品質管理 
1/2,500 都市計画図、航空レーザ測量の表

現の誤りについて指摘 

15:00 ～ 16:00 品質向上 正しい処理法（表示法）について解説 

 

（７）（７）（７）（７）緊急撮影対応等緊急撮影対応等緊急撮影対応等緊急撮影対応等 

 

１）南海トラフ地震等の地震災害を想定した緊急撮影及び画像伝送訓練（6月 19～20 日） 

    南海トラフ地震等による大規模災害を想定し、発災後における迅速かつ適切な初動対応

に資するため、国土地理院と測技協との「災害時における緊急撮影に関する協定書」に

基づき、国土地理院から測技協への緊急撮影の調査要請から撮影実施会社決定に至る一

連の手続き及び撮影作業から納品までの作業手順（一部想定で対応）を確認する訓練を、

6月 19 日から同 20日にかけて行った。訓練の概要は次のとおりである。 

①� 訓練の目的 

   大規模災害の発生を想定して、発災後における迅速かつ適切な初動対応に資するた 

め、公益財団法人日本測量調査技術協会及び加盟する航空測量会社の協力を得て、緊 



急撮影及び画像伝送訓練を実施する。なお、訓練で改善が必要な場合は、日本測量調 

査技術協会とともに定め、緊急測量実施時に運用する当部で作成している「災害時に 

おける緊急撮影運用マニュアル（外注作業用）」を改正し反映させるとともに、関係 

機関等へのさらに迅速な情報提供を図る。 

②訓練実施日 

平成 26 年 6 月 19 日（木）、20 日（金） 9:00～17:00 

  航空測量会社はどちらか１日で参加 

③訓練参加者 

④国土地理院基本図情報部 

（公財）日本測量調査技術協会及び登録航空測量会社（18社） 

⑤訓練の概要 

・「災害時における緊急撮影運用マニュアル（外注作業用）」に基づき、国土地理院 

において被災地区を想定し、測技協への撮影可能会社の調査要請、測技協からの回 

答、撮影実施会社決定、撮影計画決定等の手順の確認を行った。 

・空中写真撮影は、想定において斜め写真及び垂直写真撮影を実施した。 

・空中写真撮影から着陸後における迅速画像成果（空中写真画像（1枚おき）と標定 

図（簡易版））の作成及び正射画像作成までの一連の作業について、タイムスケジ 

ュール作成を行った。 

・迅速画像成果の作成、伝送に主眼をおき、実演訓練も交えつつ、緊急撮影において 

迅速に提供する成果の作成方法と手順の確認を行った。 

・航空測量会社での画像処理の時間はこれまでの経験上比較的正確に見積もれるが、 

完成した画像を国土地理院へ伝送する時間は各社の状況によって変わってくる。国 

土地理院の大容量ファイル転送システムを使用した画像伝送訓練を行い、各航空測 

量会社からの伝送がどの程度のパフォーマンスとなるかを把握し、会社ごと、改善 

が必要な場合には、その方策を検討する。 

 

２）九州・沖縄地方の緊急撮影体制の確認調査（7月 8日～） 

    台風 8号の進路予想に鑑み、九州・沖縄地方の緊急撮影を想定した対応可能性について、 

7 月 8日 9時 30 分頃に国土地理院から調査要請があった。緊急撮影に関する協定登録会

社のうち関東、東海以西の 16社を対象に調査を行った。このうち９社において、八尾

空港、北九州空港、佐賀空港などに撮影用機材が駐機するなどの対応が可能であるとの

結果を得て、同日 17 時 55 分までに国土地理院に報告した。協定に基づく緊急撮影は実

施されなかった。 

 

３）四国地方での SAR 緊急観測に関する調査（8月 3日） 

    国土交通省国土技術政策総合研究所（以下「国総研」）から、「大規模崩壊発生時にお 

ける迅速な人工衛星画像提供に関する協定書」（以下「協定」）に基づき、四国地方嶺 

北地域（早明浦周辺）における合成開口レーダ（SAR）緊急観測について、8月 3日に 



要請があった。この日は日曜であったことから自宅で受信した専務理事から、協定各社 

に観測条件を伝達するとともに待機要請を行った。これを受けて各社から、TerraSAR 

‐X、RANDARSAT‐2、COCMOSkyMed など合成開口レーダを搭載した各衛星の観 

測時刻・条件等について報告があり、これらを国総研に提出した。協定に基づく緊急撮 

像は実施されなかった。 

 

４）六甲山系砂防事業にかかる空中写真撮影（垂直）の出動要請（8月 9日～） 

    8 月 9 日から 10日にかけて近畿地方に接近した台風 11 号による降雨により、土砂災害 

警戒情報が発令された国土交通省近畿地方整備局（以下「近畿地整」）管内の六甲山地 

で土石流や斜面崩壊が発生している可能性があったことから、8月 9日 22 時 17 分に近 

畿地整から「災害時における近畿地方整備局所管施設等の緊急災害応急対策業務に関す 

る協定」（以下「協定」）に基づく、近畿地整六甲砂防事務所管内の緊急空中写真撮影 

の要請があった。この日は土曜であったことから、最初の緊急要請は学会出席のため東 

北地方に滞在中であった事務局長の携帯アドレス宛に入り、その指示により 23時 36 分 

までに臨時出勤した都区内在住の職員が緊急対応にあたった。測技協において同日 23 

時 56 分から登録会社に照会。これを受けて対応可能会社を優先順位付きで近畿地整に 

翌 8月 10 日 12 時 9分までに報告、8月 10日 13 時までに担当会社が決定し、緊急撮影 

が実施された。緊急対応が土曜深夜から翌日曜にかかっていたため、最初の要請から全 

ての担当者間の連絡が行き届くまでに時間を要した。 

 

５）六甲山系砂防事業にかかる空中写真撮影（斜め）の出動要請（8月 15日～） 

   8 月 15 日 14 時 40 分、近畿地整より六甲砂防事務所管内の斜め空中写真撮影及び斜め写 

真を使用した三次元データ化について要請があった。測技協にて同日 16時 19 分から登 

録会社へ照会。翌 8月 16日 11 時 44 分に対応可能会社を近畿地整に報告、その後、一 

部会社の対応条件変更により同日 16 時 15 分に近畿地整に調査結果を再提出、近畿地整 

による書面検討の結果８月 19日 17 時に実施会社が決定され、斜め写真撮影及び三次元 

データ化作業が実施された。 

 

６）近畿地方整備局地震災害時初動対応訓練（9月 3日） 

    南海トラフ巨大地震の発生を想定し、一層の防災体制の強化を図る目的で ,大規模な地 

震と津波に対する初動訓練を近畿地整が実施し、測技協は空中写真撮影の出動要請に応 

えて対応可能会社を報告する訓練に参加した。訓練における撮影地域は紀伊半島沿岸 

部、紀南河川国道事務所管内であり、近畿地整による要請から、それを受けた測技協か 

ら会社への照会、近畿地整への対応可否回答までの想定連絡を行った。 

 

７）静岡市清水区の斜め写真撮影に関する調査（10 月 6日） 

    台風 18号に伴う降雨のため、市街の浸水や、鉄道線路に面した斜面の崩壊など、各地 

で被害が多発した。10 月 6 日 12 時 36 分、静岡市清水区の被災状況把握のため斜め写真 



撮影の可否について国土地理院から調査要請があった。測技協にて登録会社へ照会のう 

え同日 14時 11 分に対応可能会社を国土地理院に報告した。その後、写真撮影は国土地 

理院直営で行うことが決定され、協定に基づく緊急撮影は実施されなかった。 

 

８）南海トラフ巨大地震を想定した大規模津波防災総合訓練（11 月 8 日） 

    平成 16年 12月 26日に発生したスマトラ島沖大地震に伴うインド洋津波災害を踏まえ、

地震による大規模津波の被害軽減を目指すとともに、津波に対する知識の普及・啓発を

図ることを目的とする実践的な津波防災訓練が、平成 17 年度より実施されている。本

年度は、南海トラフ巨大地震による大津波を想定した広域的訓練が、和歌山市及び大阪

府堺市にて、11 月 8 日に、国土交通省、和歌山県、和歌山市、大阪府、堺市の主催で実

施され、関係機関のひとつとして当協会も和歌山会場の訓練に参加した。 

   訓練の概要は次のとおりである。 

①� 日時 

平成２６年１１月８日（土） 

②開催場所 

・和歌山県和歌山市（和歌山会場【本会場】） 

和歌山下津港西浜地区、北港地区 

・大阪府堺市（大阪会場） 

堺泉北港堺２区 

③主催者 

国土交通省、和歌山県、和歌山市、大阪府、堺市 

④参加機関 

国・地方公共団体・指定公共機関・その他関係機関等計 156 機関 

④ 想定地震規模 

南海トラフ巨大地震（マグニチュード：M9.1）最大震度７ 

⑤ 被害想定 

「南海トラフ巨大地震対策計画近畿地方地域対策計画（第１版）」で想定する５つの 

深刻な事態を想定 

・紀伊半島沿岸部における津波 

・大阪平野における津波 

・密集市街地における家屋倒壊、火災 

・公共交通等における重大な事故 

・コンビナートにおける火災、油流出 

    訓練実施に先立ち、近畿地方整備局の主導により準備のための連絡会議等が複数回行わ

れ、当協会から、近畿地整との協定による現地情報連絡員が出席している。 

・実行委員会第１回：６月 25日・大阪合同庁舎・  

・第２回全体会議：７月 25 日・近畿地方整備局港湾空港部近畿圏臨海防災センター 

・和歌山会場全体会議（第１回）：８月 1日・和歌山県庁南別館 



・実行委員会（第２回）：８月６日・大阪合同庁舎 

・大阪会場打合せ会議（第３回）：９月 29日・近畿地方整備局港湾空港部近畿圏臨海

防災センター 

・和歌山会場全体会議（第２回）：10月 3日・和歌山県庁南別館 

・大規模津波防災総合訓練 実行委員会（第 3回）：平成 26 年 10 月 8 日 大阪合同庁舎 

  

  ９）国土地理院「災害時における緊急撮影に関する協定書」の見直し 

今回の見直しは、協定による斜め写真の緊急撮影を可能とするための改定がされた。 

 

（８）対外関係活動及び関連行事（８）対外関係活動及び関連行事（８）対外関係活動及び関連行事（８）対外関係活動及び関連行事 

 

  業務執行理事及び事務局による外部委員会、関連団体連絡会議、報告会、説明会等への参 

加状況は以下のとおりである。＊：業務執行理事の参加委員会 

・2014.04.08  地理空間情報フォーラム 2014 検討会（第 1 回） 

・2014.04.25  G 空間 EXPO 2014 の運営協議会/WT〔第 3 回〕 

・2014.04.25  測量系 CPD 協議会連絡会議（日本測量協会） 

・2014.05.14  関東地方整備局における建設コンサルタント業務等の入札・契約に関す 

る説明会 

・2014.05.19  一般社団法人日本測量機器工業会春季懇親会 

・2014.05.21  全測連関東地区協議会（S-GI-Cert 説明会） 

・2014.05.30  一般社団法人全国測量設計業協会連合会第 54 回通常総会懇親会 

・2014.06.03  地理空間情報フォーラム 2014 検討会（第 2 回） 

・2013.06.06  第 43 回国土地理院報告会 

・2014.06.12  東日本大震災復興測量支援協議会 

・2014.06.23  一般社団法人日本国土調査測量協会創立 60 周年記念式典/懇親会 

・2014.06.24  G 空間 EXPO 2014 の運営協議会/WT〔第 4 回〕 

・2014.06.24  公益社団法人日本測量協会第 64 回定期総会/懇親会 

・2014.06.25  一般財団法人日本地図センター評議員会 

・2014.06.25  第 1 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2014.06.25-27 第 22 回 3 D&バーチャルリアリティ展 

・2014.07.07  第 12 回衛星測位と地理空間情報フォーラム 

・2014.07.08  地理空間情報フォーラム 2014 検討会（第 3 回） 

・2014.07.16  G 空間 EXPO 2014 の運営協議会/ WT〔第 5 回〕 

・2014.07.23  品質確保の促進に関する法律の一部改正する法律等に関する説明会（関 

東地方整備局） 

・2014.07.24  測量関係団体連絡会議（日本測量調査技術協会） 

・2014.07.25  地理空間情報フォーラム 2014 展示会・シンポジウム説明会 

・2014.08.21  第 2 回建設関連業イメージアップ促進協議会 



・2014.08.27  G 空間 EXPO 2014 の運営協議会/ WT〔第 6 回〕 

・2014.09.02  測量行政懇談会 ＊ 

・2014.09.09  政府電子調達（GEPS）講習会 

・2014.09.29  地理空間情報フォーラム 2014 展示会主催コーナー打合せ 

・2014.10.7-8  JACA 課題別研修 講師派遣 

・2014.10.14-15 JACA 課題別研修 講師派遣 

・2014.10.14-15 スマートコミュニティ東北 

・2014.10.16  地理空間情報フォーラム 2014 記者会見  

・2014.12.02  第 1 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2014.12.16  測量関係団体連絡会議（日本測量機器工業会） 

・2014.01.08  公益社団法人日本測量協会新年賀詞交歓会 

・2014.01.08  G 空間情報活用推進特別委員会 

・2015.01.14  一般社団法人日本測量機器工業会賀詞交歓会 

・2015.01.15-22 地図展 

・2015.01.15  第 2 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.01.16  一般社団法人全国測量設計業協会連合会新年賀詞交歓会 

・2015.01.19  一般社団法人日本国土調査測量協会新年祝賀会 

・2015.01.26  第 3 回建設関連業イメージアップ促進協議会 

・2015.02.02  測量の日実行委員会 

・2015.02.05  土木学会 ISO 委員会 

・2015.02.06  一般社団法人東京都測量設計業協会 50周年祝賀会 

・2015.02.10  関東地方整備局品確法運用指針の説明会 

・2015.02.17  第 3 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.03.03  第 4 回測量技術者育成検討部会 ＊ 

・2015.03.19  一般財団法人日本地図センター評議員会 

・2015.03.24  測量行政懇談会 ＊ 

             以上 


